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 一つ例を挙げると，地域 SNS（Social Networking Service）と電子会議室は同じようなもの
でありながら，その実施に関係を持つものは，前者は，他の行政サービスの充実であり，後者
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２．自治体情報化の発展段階 
 自治体の活動について，段階の形でモデル化をしている研究がいくつかある（表 1）． 
 






と ITの成熟度を定義している COBIT（ISACA，2003）を基盤としている． 
 自治体に関する段階モデルでは Arnstein による住民参加の梯子がある（Arnstein，1969）．
このモデルはデモクラシーを対象としているが，情報社会における情報開示と住民参画への流
れをよく表している．Anttiroiko は情報化の進展を 4 つの I（Institutions, Influence, 
Integration, Interaction）で表現しており（Anttiroiko，2003），垂直的統合と水平的統合を上
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た，Mirvisと Googinsらは情報化において，新たな変革が起こることを高いレベルとして定義




・ 1段階目から 4段階目までは相互に強い関係性を持って進展している 
・ 5段階目を実施している団体はかなり少ない 
























  の精度向上や他の経営課題への適用が可能か 
 分析には，次の 3つの調査の回答データを使用する． 
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  PHPとMySQLにより構築したWebアンケートシステムによるインターネット調査 
・ 調査期間 
  2009年 7月 22日～9月 14日（追加調査期間 2010年 1月 8日～2月 15日） 
・ 調査対象 
  全国 1,845自治体（都道府県 47件，市・特別区 806件，町村 992件） 
・ 回答率 
  発送数と回答数，回答率を表 2に示す． 
  
表 2 情報化進展度に関する調査，発送数や回答数，回答率 
 都道府県 市・特別区 町村 総計 
発送数 47 806 992 1,845 
回答数 30 359 326 715 


















  PHPとMySQLにより構築したWebアンケートシステムによるインターネット調査 
・ 調査期間 
  2009年 7月 22日～9月 14日（追加調査期間 2010年 1月 8日～2月 15日） 
・ 調査対象 
  全国 1,845自治体（都道府県 47件，市・特別区 806件，町村 992件） 
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・ 回答率 
  発送数と回答数，回答率を表 3に示す． 
  
表 3 安心・安全に関する調査，発送数や回答数，回答率 
 都道府県 市・特別区 町村 総計 
発送数 47 806 992 1,845 
回答数 38 328 206 572 










  リサーチパネルを利用したインターネット調査 
  「広域行政に関する住民WEB アンケート」 
・ 調査期間 
  2009年 2月 13日～2月 17日 
・ 調査対象 
  調査対象と回答数を表 4に示す． 
  












府県 大阪府 京都府 兵庫県 奈良県 滋賀県 
自治体名 大阪市 枚方市 東大阪市 京都市 八幡市 尼崎市 生駒市 大津市 
回答数 377 375 375 375 373 375 375 375 
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 住民アンケートから，最近の 2，3 年の地域に対するイメージを問う設問と今後もその地域
に住み続けたいかを問う設問を用いて，回答結果の点数化を行う．点数は，各設問を 5点満点
とし，最も良いイメージの回答を 5 点，そこから「5 点／選択肢数」を減算した点数を配点し
て，算出する． 
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            よくある問い合わせ（FAQなど），動画 
・Webサイトでの提供： 施設予約サービス 
・Webアクセシビリティの方針を策定 














             各部署の業務内容の紹介，地域の医療施設に関する情報， 
             利用シーン別のリンクの設置，組織図 
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表 6 各段階の実施率の相関 

















Grade1 の Grade2 の Grade3 の Grade4 の Grade5 の 
  実施率 実施率 実施率 実施率 実施率 
Grade1の実施率    1     
Grade2の実施率 0.45788***    1    
Grade3の実施率 0.50186*** 0.60921***    1   
Grade4の実施率 0.36495*** 0.51431*** 0.62731***    1  
Grade5の実施率 0.29067*** 0.43465*** 0.53822*** 0.60402***     1 
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表 8 各段階の実施率の相関 







・電子掲示板での情報発信 ・街頭の掲示板での情報発信 ・地域 SNSでの情報発信 



















Grade1 の Grade2 の Grade3 の Grade4 の Grade5 の 
  実施率 実施率 実施率 実施率 実施率 
Grade1の実施率    1     
Grade2の実施率 0.26697***    1    
Grade3の実施率 0.40997*** 0.30947***    1   
Grade4の実施率 0.24311*** 0.28907*** 0.26596***    1  
Grade5の実施率 0.24701*** 0.32995*** 0.39480*** 0.42298***     1 
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情報化 Grade1 0.01690 0.01026 0.23953*** 0.23534** 0.27790*** 
情報化 Grade2 0.02979 0.01327 0.27628*** 0.23662*** 0.24322*** 
情報化 Grade3 0.06748 0.09919 0.33785*** 0.32069*** 0.36804*** 
情報化 Grade4 0.00530 0.06568 0.28156*** 0.34301*** 0.37941*** 
情報化 Grade5 0.06604 0.13838 0.17483* 0.30157*** 0.40188*** 
 *p < 0.05，**p < 0.01，***p < 0.001  
  
  
 相関分析の結果から，有意水準 5%未満で，情報化の各 Gradeと安心・安全の Grade3，4，5
との段階間に有意な相関がみられた．また，各段階間には正の相関がみられた．相関がみられ
た段階は，情報化の Grade5 と安心・安全の Grade5 である．このことから，情報化における
行政サービスと安心・安全における施策やサービスについては，難易度の高いものの間で関係
がある． 




５．４ 住民アンケートによる安全・安心の 3段階 
 住民アンケートの設問を Input-Output-Outcomeの 3段階に分類する．各段階の意味付けは
以下のとおりである．  
・ Input 
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  住民の属性や安全・安心に対する考え方に関する設問 
・ Output 
  日常の行動や，行政サービスの利用や認知など，住民の行動に関する設問 
・ Outcome 
  安全・安心など地域のイメージや今後住み続けたいかなど，地域の評価に関する設問 
 
 各設問を Input-Output-Outcomeの各段階に分類したものを表 10に示す． 
 





・ 各設問の最高点を 5点とする 
・ 最も頻度が高い回答やイメージが良い回答を 5点として，残りの回答については 
  「5点／選択肢数」を減算した値を配点する 
・ 選択肢数ごとの配点 
(1) 選択肢 5つ：1点，2点，3点，4点，5点 
(2) 選択肢 4つ：1.25点，2.5点，3.75点，5点 


















Outcome ● ・ここ 2-3年での住む地域の住み心地 
● ・ここ 2-3年での住む地域の安全性 
● ・ここ 2-3年での住む地域の印象（活気） 
● ・ここ 2-3年でのごみ出しマナー 
● ・ここ 2-3年での交通事故の件数 
● ・ここ 2-3年での地域の行事の状況 
● ・今後も住み続けたいか 
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(4) 選択肢 2つ：1点，5点 





表 11 Input-Output-Outcomeの相関 
 Input Output Outcome 
Input    1   
Output 0.89807***    1  
Outcome 0.47167*** 0.71606***    1 
***p<0.001  
 









５．５ 住民の認知率による行政サービスの 5段階 
（１）使用する設問 
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5 意見・改善 コールセンター 










































着手難易度 行政サービスの内容 認知率 
認知度の
Grade 
3 地理情報システムによるサービス提供 17.37  5 
4 自治体 SNSなどの地域コミュティ活動の支援サービス 23.20  4 
5 コールセンター 25.77  4 
3 防犯情報システムによるサービスの提供 26.73  4 
3 防災情報システムによるサービスの提供 27.17  4 
3 その他Webサービス（観光情報，食のサービスなど） 40.60  3 
2 健康・福祉・医療情報の管理・提供サービス 46.40  3 
2 公共施設案内・予約サービス 48.80  3 
１ IT講習会，生涯学習の開催 51.77  3 
2 税金納付のオンライン化（コンビニ収納，クレジット収納など） 52.37  3 
2 図書館の蔵書検索・予約サービス 68.60  2 
１ 市役所の総合窓口 74.40  2 
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設問については，最も良いイメージの回答を 5 点，最も悪いイメージの回答を 1 点として，5
点から 1点で配点を行う．また，(g)の設問は，「今後も住み続けたい」を 5点，「どちらでもな








認知度 内容 難易度 差 
5 地理情報システムによるサービス提供 4 1 
4 自治体 SNSなどの地域コミュティ活動の支援サービス 5 －1 
4 コールセンター 5 －1 
4 防犯情報システムによるサービスの提供 － － 
4 防災情報システムによるサービスの提供 2 2 
3 その他Webサービス（観光情報，食のサービスなど） 5 －2 
3 健康・福祉・医療情報の管理・提供サービス 2 1 
3 公共施設案内・予約サービス 3 0 
3 IT講習会，生涯学習の開催 4 －1 
3 税金納付のオンライン化（コンビニ収納，クレジット収納など） 5 －2 
2 図書館の蔵書検索・予約サービス － － 
2 市役所の総合窓口 3 －1 
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表 15 住民満足の 8市比較表 
  








おける上位 4 市と下位 4 市の行政サービスに関する設問のデータを用いて，比較を行う．表 16
は，住民満足の上位 4市と下位 4市の，行政サービスの各項目に関する認知率を示したものである． 
 住民満足の上位 4市と下位 4市では，住民満足と行政サービスの認知度の関係には，以下の
ような特徴がある． 
1. 上位 4市は，行政サービスの各項目の認知率が相対的に高い 
2. 上位 4市は，認知率が，全体の認知率と比べて高い項目が多い 






順位 8市 住民満足 (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) 
1 A市 20.47  2.97 2.58 2.91 2.90 2.40 2.63  4.08  
2 B市 20.31  2.91 2.50 2.81 2.93 2.28 2.73  4.15  
3 C市 20.30  2.87 2.63 2.67 3.09 2.56 2.52  3.95  
4 D市 20.05  2.93 2.53 2.82 3.03 2.23 2.55  3.97  
5 E市 19.77  2.89 2.59 2.67 2.92 2.18 2.55  3.96  
6 F市 19.67  2.83 2.58 2.58 2.91 2.39 2.62  3.77  
7 G市 19.04  2.87 2.50 2.68 2.87 2.16 2.48  3.49  
8 H市 19.00  2.79 2.39 2.45 2.86 2.31 2.60  3.58  
全体 19.12 2.88 2.54 2.70 2.94 2.31 2.59  3.87  
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表 16 住民満足 上位と下位の行政サービス認知率の比較表 
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表 17 行政サービスの認知点数と住民満足の相関 
  住民満足 認知度の点数 
住民満足      1  







表 18 住民満足と行政サービスの相関 
認知度 行政サービスの項目 寄与率 
5 地理情報システムによるサービス提供 0.25226  
4 自治体 SNSなどの地域コミュティ活動の支援サービス -0.02891  
4 コールセンター 0.09622  
4 防犯情報システムによるサービスの提供* 0.61177  
4 防災情報システムによるサービスの提供 0.44036  
3 その他Webサービス（観光情報，食のサービスなど） 0.20056  
3 健康・福祉・医療情報の管理・提供サービス 0.23891  
3 公共施設案内・予約サービス 0.28625  
3 IT講習会，生涯学習の開催* 0.75677  
3 税金納付のオンライン化（コンビニ収納，クレジット収納など） 0.07195  
2 図書館の蔵書検索・予約サービス* 0.46159  
2 市役所の総合窓口* 0.60300  
*p<0.05 
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表 19 住民満足と施策の実施点数の関係 
  実施点数 
 住民満足 情報化進展度 安心・安全 
A市 20.47  70 28 
D市 20.05 118 31 
G市 19.04  52  7 
H市 19.00  48 15 
  
表 20 住民満足と施策の実施点数の相関 
  住民満足 情報化進展度 安心・安全 
住民満足 1   
情報化進展度 0.62773 1  
安心・安全 0.89094 0.80342 1 
  








表 21 住民満足の順位と情報化進展度ランキングの関係 
情報化進展度ランキング 
 住民満足 
総合 庁内情報化 行政サービス 情報セキュリティ 
A市 1 154 202 106 170 
D市 4  9  17  9  15 
G市 7 151 134 175 146 
H市 8 103 101 193  52 
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 表 21から，住民満足で 4位のD市が情報化進展度の総合ランキングが 9位であり，住民満足
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